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介護労働市場の状況・介護労働者の就業状況介護労働市場の状況・介護労働者の就業状況

○ 介護労働者は年々増加傾向
→ 平成１２年の約５５万人から平成１８年で約１１７万人と約２．１倍に増加
平成２６年には１４０万～１６０万人の介護労働者が必要（試算）

○ 全職業と比較して高い有効求人倍率（介護関連職種）
→ 平成１９年度では、全職業（常用（含むパート））で０．９７倍に対し、介護関連職種２．１０倍
東京と愛知では３．５２倍と都市部で高い傾向

○ 女性の占める割合が高い（介護従事者の約８割）

○ 訪問系では非正社員の占める割合が約７割

○ 高い入職率と離職率（入職率約２７％、離職率約２２％）
→ 介護職員数１１２万人（０５年）にかけると、年間約３１万人が新しく事業所・施設に入職し、
約２４万人が離職（他の介護事業所への転職を含む）。

○ 全労働者平均と比較して低い給与水準

○ 潜在的有資格者等が多数存在
（介護福祉士47万人のうち福祉・介護サービスに従事しているのは約27万人（平成17年現在））
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介護職員数の推移（常勤・非常勤別）介護職員数の推移（常勤・非常勤別） （実人員）（実人員）

介護職員数は年々増え続けており、平成１２年の約５５万人から平成１８年には約１
１７万人（平成１２年の約２．１倍）に達している。非常勤の占める割合は概ね増加し
ており、平成１８年では４１％となっている。

※介護職員数は実人員。

※「常勤」とは施設・事業所が定めた勤務時間のすべてを勤務している者、「非常勤」とは常勤者以外の従事者（他の施設、事業所にも勤務するなど収入及び時間的拘束の伴う仕事を

持っている者、短時間のパートタイマー等）。

資料出所：「介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省大臣官房統計情報部）
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有効求人倍率の推移有効求人倍率の推移

平成５ 平成10 平成11 平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19

全
職
業

常用

（含パート）
0.70 0.48 0.47 0.60 0.54 0.54 0.66 0.83 0.94 1.02 0.97

常用

（除パート）
0.66 0.40 0.38 0.47 0.42 0.41 0.53 0.71 0.84 0.92 0.87

常用的パー
トタイム 1.06 1.08 1.08 1.39 1.28 1.28 1.45 1.32 1.29 1.35 1.30

介
護
関
連
職
種

常用

（含パート） － － － － － － － 1.14 1.47 1.74 2.10

常用

（除パート） － － － － － － － 0.69 0.97 1.22 1.53

常用的パー
トタイム － － － － － － － 2.62 2.86 3.08 3.48

【参考】

介護職員数
－ － － 548,924 661,588 755,810 884,981 1,002,144 1,124,691

○ 介護関連職種の有効求人倍率は最近急速に高まっており、全職業と比較して高い傾向にある。

（出典） 職業安定業務統計。数値は年度内各月の平均値。

○有効求人倍率の地域格差： 介護関連職種（常用（含パート）） 東京都、愛知県 3.52倍～ 沖縄県 0.78倍

（注）介護関連職種：福祉施設指導専門員、福祉施設寮母・寮父、その他の社会福祉専門の職業、家政婦（夫）、ホームヘルパー
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（単位：％） （単位：％）
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事業所の種類別・年齢階層別・男女別介護職員の状況事業所の種類別・年齢階層別・男女別介護職員の状況

資料出所：「介護サービス施設・事業所調査」（平成１６年）（厚生労働省大臣官房統計情報部）

注）常勤者の年齢階層別男女別割合である。

介護職員を年齢別に見ると、２９歳以下の者が約４０％を占め、平均年齢は３６．５
歳となっている。
また、男女別にみると、女性の割合が約78％となっている。
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介護労働者の就業形態（正社員・非正社員別）介護労働者の就業形態（正社員・非正社員別）

全体では、「正社員」が４８.３％、「非正社員」が５０.９％で「非正社員」の方がや
や多く、訪問系では「非正社員」の割合が７０％を超えている。

※「正社員」 ：雇用している労働者の雇用期間の定めのない者のうち、パートタイム労働者や他企業への出向者を除いた者。
「非正社員」 ：正社員以外の労働者（契約社員、嘱託社員、臨時的雇用者、パートタイム労働者）。
※「施設系（入所型）」：短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護

老人福祉士施設入居者生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設
「訪問系」：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、夜間対応型訪問介護、居宅介護支援

資料出所：「平成19年度介護労働実態調査」（(財)介護労働安定センター）

平 成 1 9年 度介護労 働者の就業形態
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※正社員は一般労働者よりも概念が狭く、非正社員は、パートタイム労働者よりも概念が広いため、単純に全労働者の一般労働者、パートタイム労働者と介護職
員の正社員、非正社員との入職率や離職率を比較するには注意が必要である。

※正社員：雇用している労働者の雇用期間の定めのない者のうち、パートタイム労働者や他企業への出向者を除いた者。
※非正社員：正社員以外の労働者（契約社員、嘱託社員、臨時的雇用者、パートタイム労働者）。
※一般労働者：常用労働者のうちパートタイム労働者を除いた者。
※パートタイム労働者：常用労働者のうち次のいずれかに該当する労働者をいう。

ア １日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者。
イ １日の所定労働時間が一般の労働者と同じで一週の所定労働日数が一般の労働者よりも短い者。

※入（離）職率：訪問介護員＋介護職員：平成18年９月１日の従事者数に対するその後１年間の採用（離職）者数の割合。
※全労働者：平成19年１月１日現在の常用労働者数に対する１月１日から12月の期間中の入（離）職者の割合。

【資料出所】
訪問介護員＋介護職員：事業所における介護労働実態調査（平成20年７月）（介護労働安定センター）
全労働者 ： 雇用動向調査（平成19年）（厚生労働省大臣官房統計情報部）

入職率・離職率（全体）入職率・離職率（全体）

訪問介護員＋介護職員

入職率 離職率

計 27.4 21.6

正社員 26.6 20.0

非正社員 28.0 22.8

（参考）

全労働者

入職率 離職率

計

15.9 15.4

男 13.6 13.0

女 19.0 18.8

一般労働者 12.5 12.2

パートタイム労働者 26.7 25.9
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○ 介護職員と訪問介護員を合わせた離職率は、全産業平均よりも高い水準にある。

○ 離職率については、離職率の高い事業所と低い事業所の二極化が見られる。

（出典）平成19年度介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）

※全産業平均の出典は「平成19年雇用動向調査結果（厚生労働省）」

※全産業については「全体」は「常用労働者」、「正社員」は「一般労働者」、「非正社員」は
「パートタイム労働者」を指す。

（注）訪問介護員：介護保険法の指定を受けた訪問介護事業所で働き、高齢者等の家庭

を訪問して家事などの生活援助、入浴などの身体介護を行う者

介護職員：訪問介護以外の介護保険の指定介護事業所で働き、直接介護を行う者

離職率階級別に見た事業所割合
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きまって支給する現金給与額

　　　

歳 年 千円 千円 千円 千円

全労働者 41.0 11.8 330.6 301.1 915.4 4,528.6

男性労働者 41.9 13.3 372.4 336.7 1,078.4 5,118.8

女性労働者 39.2 8.7 241.7 225.7 568.4 3,276.8

福祉施設介護員（男） 32.6 4.9 225.9 213.6 514.2 3,077.4

福祉施設介護員(女） 37.4 5.2 204.4 193.7 446.8 2,771.2

ホームヘルパー（女） 45.3 5.1 207.4 194.0 304.8 2,632.8

介護支援専門員（女） 45.0 7.1 261.8 253.3 636.3 3,675.9

看護師（女） 35.8 6.6 313.4 279.9 801.0 4,159.8

看護補助者（女） 43.9 6.7 196.0 182.4 465.2 2,654.0

区        分

企業規模計

年収試算額
年齢 勤続年数

年間賞与その他特別給
与額所定内

給与額

（注）　賃金構造基本統計調査は年収は調査していないが、下記算式により参考数値として試算した。

　　　　年収試算額　　＝　　「所定内給与額　　×　　１２ヶ月　　＋　　年間賞与その他特別給与額」

◎「きまって支給する現金給与額」とは、　労働契約、労働協約あるいは、事業所の就業規則などによってあらかじめ定められている支給
　条件、算定方法によって支給された現金給与額。手取額でなく、税込みの額。
　　現金給与額には、基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当などが含まれるほか、超過労働給与額も含む。

◎「所定内給与額」とは、月間きまって支給する現金給与額のうち、超過労働給与額以外のものをいう。

資料出所：平成１９年賃金構造基本統計調査（厚生労働省大臣官房統計情報部）

職種別きまって支給する現金給与額等職種別きまって支給する現金給与額等
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1000

2000

3000

4000

5000

6000

　　～１７歳 ２０～２４歳 ３０～３４歳 ４０～４４歳 ５０～５４歳

看護師（女）【３７５,１８０人】 准看護師（女）【１７５,３６0人】

介護支援専門員（女）【２９,７６０人】 ホームヘルパー（女）【３８,９２０人】

福祉施設介護員（女）【２３３,２４０人】

（千円）

資料出所：「平成19年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）」

職種別常用一般労働者の年収職種別常用一般労働者の年収

○ 医療分野の他の専門職や他産業と比較して賃金が低い。
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約半分がいずれは介護
業務に従事したいとの意向

1年以内にしたいと考えている
：１０．６％
将来的にはしたいと考えている
：３８．８％

介護の職場への復帰の促進
都道府県福祉人材センターによる潜在的介護福祉
士に対する再研修等の重点的実施（平成１９年度

予算）等

介護福祉士資格取得者約47万（平成17年９月末現在）※

※ 介護福祉士資格取得者数については、できる限り時点をそろえるため、平成1７年９月末現在の人数を用いているが、平成1９年３月末現在では約56万4千

人となっている。

資料出所：介護保険事業の介護職員・介護福祉士数：介護サービス施設・事業所調査（平成17年10月１日）（実人員ベース）
介護保険事業以外の介護職員・介護福祉士数：社会福祉施設等調査（平成17年10月１日現在）（実人員ベース）＜介護福祉士数が分かる施設のみ＞
不就労介護福祉士の就労意向：介護福祉士現況調査（平成14年３月）介護福祉士会調査

介護保険事業に従事する

潜在的介護福祉士

約20万人

介護福祉士 約26万人

介護保険事業以外に従事する
介護福祉士 約1.1万人

潜在的介護福祉士の状況潜在的介護福祉士の状況

介護保険事業に従事する介護職員　約１１２万人

介護等の業務に従事していない、いわゆる潜在的介護福祉士は、推計すると約20万人（平成17年9月末現在
の登録者数約47万人に対して約４割）となっている。

介護福祉士会が会員に対して行った調査では、潜在的介護福祉士のうち約５割がいずれは介護業務に従事
したい意向を持っている。

介護保険事業以外に従事する介護職員 約３万７千人
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福祉・介護人材確保に係る関係機関の連携福祉・介護人材確保に係る関係機関の連携

○ 福祉・介護人材の確保に当たり、都道府県レベルにおいて、関係機関による連携の仕組みをつくることが重要。

○ 特に、福祉サイドだけでなく、労働・教育施策との関係に留意。

○ 福祉・介護人材の確保に当たり、都道府県レベルにおいて、関係機関による連携の仕組みをつくることが重要。

○ 特に、福祉サイドだけでなく、労働・教育施策との関係に留意。

働く人

新規学卒者 有資格者
（潜在介護福祉士等）

転職者 地域住民
（中高齢、主婦層等）

働く場所

福祉・介護の事業所・施設

介護福祉士等養成施設
ハローワーク

都道府県福祉人材センター

中学、高校、大学 市町村

職能団体

介護労働安定センター

都道府県労働局

都道府県（福祉、雇用、教育）
【企画委員会】




